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所管事務の調査（報告） 

市立小学校のプールにおける水の流出事故について 
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（１）大島小学校のプールは、令和７年２月にプール補修工事が予定されており、その下見を令和６年１１月２１日（木）

に行うため、水を抜いた状態であった。 

（２）プール補修工事の下見が終わったため、令和６年１１月下旬、校長は、消防用水のために、教頭と教務主任に対し

注水を指示し、教頭と教務主任は注水を行ったが、その日の１８時頃、いったん止水した。 

（３）同年１２月６日（金）正午頃、教頭が注水を再開した。この時、校長は遠足付添のため不在であり、注水する旨の

報告は誰にも行わなかった。 

（４）教頭は、満水まで少なくとも１０時間程度の注水を要することを知っており、同日中には満水とはならないことが

見込まれたため、退勤前に止水作業を行う予定であった。 

（５）同日１９時４５分頃、止水作業を行わないまま、教頭は退勤した。注水を行っていることを知っている者は誰もい

なかったため、注水は継続した。 

（６）同月７日（土）、学校施設開放の使用者（発見者）がプールに注水していることに気付き、学校に連絡し、その後、

教務主任からの依頼により、１６時３０分頃、学校施設の使用のため学校施設の鍵を持っていた発見者がプールのバ

ルブハンドルを回して止水した。 

（７）教頭が注水を再開した１２月６日（金）１２時頃から同月７日（土）１６時３０分頃まで、約２８時間３０分の間、

注水を行っていた。なお、溢れた水はプールの排水溝から下水道に流れており、プール施設外への流出はない。 

（８）推定流出量は６２０．５㎥、推定損害額は５０万９，４７８円 

 

 

１ 事実関係 
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 大島小学校流出事故 稲田小学校流出事故 

発生時期 令和６年１２月６・７日 令和５年５月１７〜２２日 

推定流出量 ６２０．５㎥ ２１７５．５㎥ 

プールの場所 校庭（他への被害はない） 屋上（他への被害はない） 

損害額 ５０万９，４７８円  １９０万６２４円（半額請求）   

過失 過失 重過失に近い過失 

過失がある職員 校長・教頭 校長・教諭 

業務内容 消防用水のための注水 プールの授業のための注水 

業務命令 あ り な し 

施設の状況 自動止水装置なし 自動止水装置あり 

実際の操作方法 通常どおりの操作方法 通常とは異なる操作方法 

必要な作業数 複数回の注水・止水作業が必要 １回（本来、止水作業は不要） 
 
 
 
 
 

２ 大島小学校流出事故と稲田小学校流出事故との差異 
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（１）根拠法令 
   民法第７０９条が適用され、要件は「過失」となる。 

（不法行為による損害賠償） 
第７０９条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害

を賠償する責任を負う。 
   ※本件は財務会計行為でないため地方自治法第２４３条の２の８（賠償請求の要件を「重大な過失」とする規定）は適用されない。 
 
（２）従業員（職員）への損害賠償請求に係る判例（最高裁昭和５１年７月８日判決） 

「使用者が、その事業の執行につきなされた被用者の加害行為により、直接損害を被り又は使用者としての損害賠償
責任を負担したことに基づき損害を被つた場合には、使用者は、その事業の性格、規模、施設の状況、被用者の業務の
内容、労働条件、勤務態度、加害行為の態様、加害行為の予防若しくは損失の分散についての使用者の配慮の程度その
他諸般の事情に照らし、損害の公平な分担という見地から信義則上相当と認められる限度において、被用者に対し右損
害の賠償又は求償の請求をすることができる」 

 
（３）プールの水の流出事故に係る過去の類似裁判例（住民訴訟） 
  ア 東京地裁平成９年３月１３日判決 
    プールに給水中である旨及び満水時の閉栓事務の引き継ぎを受けた施設管理員が、水道栓の確認は本件流出事故

当日の巡視の大きな目的であったこと等にもかかわらず、引継事項を失念したことを「重大な注意義務違反」とし、
損害額の８割を請求すべきとしたもの 

  イ 東京地裁平成２９年６月２９日判決 
    教諭がプールの排水バルブが開き続けていた状態でプールへの給水を継続的に行ったことを「過失」とし、損害

額の５割を請求したことを是認したもの 

３ 損害賠償請求の法的根拠等 
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（１）文部科学省からの通知 
  ア 令和６年７月１０日付け「学校における働き方改革に配慮した学校プールの管理の在り方について（依頼）」 
  イ 概要は、「学校設置者による必要な支援やチェック体制の構築等が十分に行われないまま、特定の教師等に学校プ

ールの管理が任せられ、教師等が損害賠償の責めを負う恐れもある中で勤務する状況は望ましくありません」とし
た上で、「学校プールの維持管理に関する教師等の負担軽減を図り、今後、損害賠償請求を一律に行うのではなく、
本件に係る損害賠償責任が特定の教師等に生じることのないよう、積極的な取組を御検討いただくようお願いしま
す」としている。 

 
（２）類似事例における他都市の取組 
  ア 稲田小学校流出事故以前は、損害額の５割を請求する事例が多かった。 
  イ 稲田小学校流出事故以降は、損害賠償請求する事例が減った。 
   
 
 
 
 
 
 

４ 国や他都市の動向 
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（１）過失の有無 

ア 止水を失念したこと、誰にも報告せず単独で注水したことは、教頭の「過失」に該当 
イ 注水の指示の際に、注水時に報告することなど具体的な指示を行わなかったことは、校長の「過失」に該当 

  ウ よって、民法第７０９条や過去の類似裁判例に照らし、損害賠償請求を行うことができる。 
  エ 一方で、損害賠償請求に当たっては、昭和５１年７月８日最高裁判決に照らし、諸般の事情を考慮して判断する

必要がある。 
 
（２）損害賠償請求に当たって考慮すべき事情 

ア 市としては２年連続の流出事故であること。 
イ 当事者が学校管理職であること。 
ウ 失念自体は過失ではあるが、やむを得ないものであること。 
エ 自動止水装置がないこと。 
オ 満水までに複数回の作業が必要であること。 
カ 消防用水のための注水であって、チェック体制が十分ではなかったこと。 
キ 稲田小学校流出事件は「重過失に近い過失」であり、大島小学校流出事故は「過失」であること。 
 

（３）関係職員への損害賠償請求 
過失の内容、施設の状況、作業の負担などの事情を考慮し、本件については、損害賠償請求は行わない。 

 
 

５ 損害賠償請求について 
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〇令和５年５月の稲田小学校流出事故を受け、再発防止（※）に取り組んできたが、大島小学校での事故発生を踏まえ、
更なる再発防止策を検討、実施する。 

 
（１）自動止水装置のない学校プールについて、止水装置の整備を検討、実施する。 
 
（２）プールのある全学校で整備した「プール給排水マニュアル」について、プール使用期間外における作業を想定した

改定を行う。 
 
（３）学校の水泳授業における民間活力の更なる活用について検討する。 
 
 
※ 稲田小学校流出事故を受けた再発防止の取組 

①プールのある全学校で「プール給排水マニュアル」を整備 
②ろ過機の点検時に業者からの装置等取扱説明の徹底 
③「学校水泳プールの安全管理マニュアル」を改定し、複数の教員等による開閉栓の確認と管理職への報告等の追加 
④プール担当者研修会でプール給排水の操作方法や複数の教員等による止水の確認等を徹底 
⑤学校用務員のプール管理業務への参画 
⑥ブレーカー操作の民間事業者への依頼 
⑦注意喚起文書の発出 等 
 

６ 再発防止 


